別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：工鉱業振興費
	事業名: 新 航空宇宙産業現場技能者育成支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　商工労働部　産業技術課　部材産業・技術支援係　電話番号：058-272-1111（内3093）

　E-mail： c11352@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額： 13,896千円（前年度予算額： 0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


県のモノづくり産業を支える基幹産業としての成長が期待されている航空宇宙産業においては、特に国際共同開発旅客機の生産が順調に推移しており、日本の機体メーカーが製造の３５％を分担するボーイング７８７では、現在の月産３．５機から平成２５年中に月産１０機、平成２６年はさらに生産レートが増加する計画である。

生産拡大に伴う体制の強化は、大手機体メーカーだけでなく部品の加工や組立を行う中小サプライヤーにも求められているが、航空機部品製造のうち、特に組立工程は作業の特殊性・複雑性から自動化が進んでおらず、生産拡大に対応するためには、県内中小企業だけでもこの２～３年で３００人規模を新たに雇用し、航空機の組立・検査などが行える技能者として育成することが喫緊の課題となっている。また、生産体制の見直しに伴う配置転換への対応や製造工程高度化に伴う新たな加工・組立技術の習得も必要となっており、新規雇用者の育成に加えて、既存技能者の再教育にも迫られている。
これらの背景を踏まえ、県内関連中小企業の国際競争力・生産体制強化を支援するため、組立工程などを担う現場技能者の育成に必要な環境を整備するとともに、(株)ブイ・アール・テクノセンターが実施する「現場技能者育成事業」に対して、同社が県内中小企業技術者の受講料を減免した額を対象に補助を行う。
■補助の内容
・県内中小企業に所属する受講者に対する減免額総額を補助額とする。（予算額を上限）
・減免額は、ブイ・アール・テクノセンターが設定する受講料における、県内中小企業の受講料と一般受講料との差額とする。（減免額は一般受講料の1/3以内）
■現場技能者育成事業の概要

　国際共同開発旅客機などの生産拡大に対応するため、航空機部品製造のうち特に組立工程などを担う新規雇用の現場技能者を育成するとともに、既存の現場技能者の再教育を行う以下の研修を実施する。
○新規技能者の育成
　航空機製造における品質保証の考え方や過去の不具合の事例などを座学により習得するとともに、組立工程などで必須となる穴開けやリベット打ち、シーリングなどの基礎技術・基礎技能、その確認・検査方法などを実習により習得する。

○既存技能者の再教育

生産体制見直しに伴う配置転換や製造工程高度化に対応するため、基礎技術の確認や新たな工具を用いた加工・組立技術の習得など、既存の現場技能者の再教育を行う。
	２　所要経費


(株)ブイ・アール・テクノセンターに対する補助
　　　10,000千円
現場技能者育成事業（新規技能者育成）
　　　 7,300千円
現場技能者育成事業（既存技能者再教育）　　
2,700千円
アネックス・テクノ２における研修環境整備

3,896千円

初度調弁（机・椅子・ホワイトボード等）

2,996千円
駐車場借上（県土地開発公社より借り上げ）　
　600千円


不要物品処分（３次元測定機）


　300千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	13,896
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	13,896

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
成長産業と言われながらも長期化する円高やアジア新興国の台頭に伴う国際価格競争の激化といった課題に直面している本県の航空宇宙産業において、国際共同開発旅客機などの生産拡大に伴い体制強化に迫られている県内中小企業において、組立工程などを担う現場技能者を育成する。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	現場技能者育成数

（県内）
	0
（H24）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	200
（H25）
	％


	
	0
（H24）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	生産拡大に伴う体制の強化は、大手機体メーカーだけでなく部品の加工や組立を行う中小サプライヤーにも求められており、航空機の組立・検査などが行える技能者を新たに雇用し、育成することが喫緊の課題となっている。また、既存技能者の再教育にも迫られており、県内関連中小企業の国際競争力・生産体制強化を支援するため、現場技能者の育成に取り組む必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
成長産業と言われている航空宇宙産業も、長期化する円高やアジア新興国の台頭に伴う国際価格競争の激化といった課題に直面している。また、国際共同開発旅客機などの生産拡大に伴い、県内中小企業においても組立工程などを担う現場技能者の育成など、体制強化に迫られている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
国際共同開発旅客機などの生産動向や県内関連中小企業の雇用計画などを踏まえながら、事業継続や支援規模を検討していく。


